
07 03 06 01 年 月 日

（総合計画体系）

・

・

◇政策の概要

◇政策のコスト（千円）

◇政策の指標

◇政策の進捗・課題

単位

‰

％

公務災害発生率（認定件数/全職員）〔千分
率〕

定期健康診断要精密・要受診判定者受診率
〔％〕

政策指標（単位）

180,106

H36
目標値

政策シート （政策名）

（責任者）
00320000 職員厚生課 髙橋　万里子

（担当課）
平成27年度

（管理番号）

職員の健康管理と職場環境の安全管理

82,800
17,911

H27

280,817

（作成日）
平成 7 127

（予算費目名）職員厚生管理費

協働による持続可能な都市経営を推進し、全国をリードする自立した基礎自治体に
なっている。

決算
事業費（A）

年関係費(A+B+C)

人件費（B）

5.0‰
5.9‰

報酬（Ｃ）

実績

年度 H27

目標

予算

実績

「分野」

人的・制度的運用の推進による都市経営の基盤づくり

＜進捗＞

実績

目標

90％目標
95％

地方自治・都市経営

市職員が心身ともに健康な状態で市民サービスに取り組むことができるようにするため、公務災害の防止や職場
の安全衛生環境の向上と、定期健診やメンタルヘルス対策、福利厚生事業の実施による心身の健康の保持増進
と元気回復を図る。

10年後の目標
協働に関わる多様な主体が連携し、協働による質の高い市民サービスが提供されて
いる。

 

公共インフラの整備・維持・管理に民間活力の導入が進んでいる。

◆基本政策

30年後の姿



◇政策実現のために実施する事業一覧

※人工単価（千円）正規7,000 再任用(h31)3,600 再任用(h26)2,600 非常勤2,800 

1.04.0

0.1

○

 

 ○

事業費
（千円）

52,1142

3

職員の被服貸与、福利厚生事業

恩給及び退職年金に関する事業

  

○

重
点
戦
略

 4.9

1.8

17,911

0.2

2.01.01.0

3.01.0計 280,817 180,106 9.0 17,9113.0

事業名

1

主
要
事
業

完
了

 

職員の健康、安全衛生管理事業 153,072

16,634

10,400

コスト
（千円）

217,083

11,620

報酬
（千円）

人工

再任用
(31h)

再任用
(26h)

非常勤正規



07 03 06 01 01 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

非常勤

人工

正規

再任用(h26)

事業費(千円)
予算
決算

国・県支出
市債

その他

再任用(h31)

（作成日）

職員の健康、安全衛生管理事業

平成 127 7

H27

－

－
衛生管理者資格取得研修受講者数〔人〕※延べ人数 5人

20人

目標値 目標値目標値

平成27年度

（事業名）

①職場巡視を実施し、職場環境の調査・改善を行うことにより、健康障害防止・公務災害防止に努める。
②衛生委員会及び中央安全衛生委員会を開催し、安全衛生問題を調査・審議する。
③職員に対して安全衛生教育等を実施し、安全や健康管理に係る意識付けを行う。
④職員が被災した事案について審査を行い、公務上の災害と認定したもの等に対して補償を行う。
⑤地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金に対し負担金を支出する。
⑥定期健康診断や特殊健康診断などを実施する。
⑦職員の心身の健康の保持増進のため、各種研修会・講習会およびストレス調査を実施する。
⑧産業医、嘱託医、保健師による健康相談・保健指導を実施する。

事業シート

職場環境の調査・改善、定期健康診断や研修会の実施、健康相談体制の確立などにより、職場における職員の
安全と健康を確保する。
事業対象：浜松市の全職員

（管理番号） （責任者）（担当課）
職員厚生課 髙橋　万里子

開始年度

S48

153,072

H27重点戦略
項目No.

17,911
46,100

4.9

1.0
2.0

終了予定

生活習慣病予防研修受講者数〔人〕※延べ人数

－ 一般会計 自治事務（法令義務）

主な事業活動・事業成果
指標（単位）

一般財源
一般会計繰入金

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円)

会計区分

00320000

実績値

200人

50人

1.0

Ｈ30

153,072

Ｈ36

○

事務区分 根拠法令等 重点戦略

－
労働安全衛生法及び関連
法令、地方公務員災害補

主要事業



07 03 06 01 02 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

実績値

16,634

Ｈ30
目標値

－ 一般会計 ○

根拠法令等 重点戦略

－
地方公務員法第42条、浜
松市職員被服等貸与規則

1.0

Ｈ36
目標値

4.0

1.8

16,634

（作成日）

職員の被服貸与、福利厚生事業

平成 127髙橋　万里子

市債

7
（管理番号） （責任者）（担当課）

職員厚生課00320000

主要事業

H27

会計区分 事務区分

自治事務（法令義務）

事業費(千円)
予算
決算

国・県支出

人件費(報酬等)　(千円)

H27

S35

その他

終了予定

正規

再任用(h26)
再任用(h31)

人件費　(千円)

人工

重点戦略
項目No.

35,480

非常勤

平成27年度

（事業名）

①浜松市職員が執務時間中に着用する作業衣等を「浜松市職員被服等貸与規則」に基づき貸与する。
　　　技術職員、清掃事業所職員に作業衣、作業ズボン、安全靴、防寒衣
　　　幼稚園、保育園職員に作業衣、作業ズボン
　　　給食関係職員に調理衣、調理作業ズボン、調理帽等
②浜松市職員厚生会及び静岡県市町村職員共済組合の実施する福利厚生事業等の窓口業務。
③静岡県福利厚生連絡協議会に加盟し、福利厚生事業の調査研究及び各種合同競技大会に参加することで職
員の心身の健康保持を図る。

事業シート

特定の業務に従事する職員への作業衣の貸与などにより、職員の安全で快適な作業環境の確保及び心身の元
気回復を図る。
事業対象：浜松市の全職員

開始年度

一般財源
一般会計繰入金

主な事業活動・事業成果
指標（単位） 目標値



07 03 06 01 03 年 月 日

◇事業目的・事業対象

◇事業の概要

◇事業の性質

◇事業のコスト　

◇事業の指標

◇事業の成果・課題・改善点・今後の取り組み

非常勤

人工

職員厚生課 髙橋　万里子

正規

事業費(千円)
予算
決算

国・県支出
市債

その他

（作成日）

恩給及び退職年金に関する事業

平成 127 7
（担当課）

目標値

再任用(h26)

平成27年度

（事業名）

○昭和37年12月1日に共済組合が発足したが、その前に旧浜松市を退職した職員のうち一定用件を満たす者及
びその遺族に恩給法及び地方公務員等共済組合法に準じて次のとおり支給を行う。
①昭和37年11月30日以前に退職し、15年以上在職した者に、退隠料を年4回支給する。
②退隠料受給者の遺族に遺族扶助料を年4回支給する。
③昭和36年4月1日から昭和37年11月30日までに退職し、2年以上15年未満の在職期間があり、他の公的年金期
間を合わせて25年以上の者に通算退職年金を年2回支給する。
④通算退職年金受給者の遺族に、通算遺族年金を年2回支給する。
⑤年金額の改定、資格の得失の処理を行う。
○昭和37年12月1日以前に旧町村職員恩給組合を組織していた合併市町村を退職し、一定の要件を満たす職員
及びその遺族に支払う年金の原資とするため静岡県市町村職員共済組合に負担金を支払う。

事業シート

退隠料、通算退職年金の支給など、退職者及びその遺族の生活維持を図る。
対象者：昭和37年12月共済組合発足以前の退職職員及びその遺族

（管理番号） （責任者）

開始年度

S13

10,400

H27重点戦略
項目No.

1,220
0.1

0.2

－ 一般会計 自治事務（法令義務）

主な事業活動・事業成果
指標（単位）

一般財源
一般会計繰入金

人件費(報酬等)　(千円)
人件費　(千円)

再任用(h31)

会計区分

00320000

実績値 目標値

終了予定

H27

－

目標値
Ｈ30

市職員退隠料退職給与金
死亡給与金遺族扶助料条

主要事業事務区分 根拠法令等 重点戦略

Ｈ36

○

10,400


